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第 49回 SGRAフォーラム 

「日本研究の新しいパラダイムを求めて」 

 

問題提起 

「日本研究」をアジアの「公共知」に育成するために 

 

劉 傑（早稲田大学社会科学総合学術院教授） 

 

 日中韓の東アジア三国は歴史認識と領土問題をめぐって、70 年代以来の難しい局面に直面している。

アジアインフラ投資銀行がいよいよ創設されるなか、金融を梃子にした経済提携が期待される一方、日

本は中国が主導する同機構の透明性と公正性に懐疑的で、慎重な姿勢を崩していない。 

終戦から 70年が経過したが、アジアにおける「信」の欠如は、政治的関係を著しく後退させ、国民感

情にも暗い陰を落としている。長期的に安定した地域関係を構築するために、信賴の醸成は不可欠であ

るが、その前提条件は、共有できる「知」を編み出すことである。この重責を担う各国の知識人に求め

られているのは、国境を越える「知」の「公共空間」を構築することである。 

 歴史の束縛から解放されていない東アジアにおいて、地域研究としての「中国研究」「日本研究」及び

「韓国研究」の諸分野で、「公共空間」を形成することは極めて難しい。各国がそれぞれのコンテキスト

の中で他地域を研究している現状は、憂慮すべきことである。各国が描く他国のイメージと当該国の自

己認識との間に大きなズレが生じている。例えば、中国と韓国の研究者がもっている日本の近代史像と、

日本人研究者がもっているそれとの距離は、この 30年間で拡大の一途を辿った。中国研究への傾斜が顕

著な今、東アジアにおける日本研究の停滞は、この地域の国際関係に大きな影響を及ぼしている。 

 問題は先ず日本側にある。そもそも日本のアジア研究から日本研究が排除されたことで、日本の日本

研究は「日本的空間」のなかに閉じ込められた。このことは世界の日本研究に与えた影響が大きく、日

本の「独自性」が特別に強調される結果をもたらした。 

しかし、19 世紀以来のアジアの歩みには、戦争と革命はいうまでもなく、社会・経済の近代化や文化

の伝達と発展など、どの分野からみても、日本が深く関わってきたことは一目瞭然である。日本研究の

視野を広げ、アジア研究のなかに踏み込まなければ、本当の意味の日本研究は成り立たない。 

 一方、中国や韓国の日本研究のあり方にも大きな問題がある。中国についていえば、清末から中華民

国時代にかけて大量の留学生が日本、アメリカそしてヨーロッパに渡ったが、彼らが追い求めたのは、

中国を近代国家に進化させる道筋であった。彼らは中国の歴史から近代化の障碍となるものを抉り出し、

中国の歴史、思想、文化などを西洋の近代的な学問体系を用いて再解釈することに力を入れた。半面、

中国の知識人は日本経由で近代の「知」の概念を貪欲に吸収しながらも、日本や欧米に対する研究には

大きな関心を示さなかった。そのため、中国には本当の意味の「日本学」も「アジア学」も確立しなか

った。 

 1980年から始まった第二波の留学ブームもこの伝統を継承した。文系を専攻とする留学生の学問的関
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心は相変わらず、中国近代史、中国政治、中国社会、中国経済などに集中し、日本研究を志すものは比

較的少なかった。日本の教育研究機関における中国研究の充実は、留学生に恵まれた環境を提供した。

日本には戦前から内藤湖南や狩野直喜らがリードする「支那学」の伝統があり、戦後は「中国学」に継

承された。1947年に設立された東方学会は、民間の学術団体として、日本のアジア学の発展と、東方諸

国の文化の進展に貢献することを目的に活動し続けた。また、アジア政経学会に集まる研究者の大半は

中国研究に従事する研究者である。留学生の受け入れに積極的な日本の大学は、中国や韓国の日本研究

者をどのように育成していくのか、喫緊の課題である。 

 東アジアの歴史和解を実現するとともに、国民同士の信頼を回復し、安定した協力関係を構築するに

は、「公共知」の力が求められる。日本研究をこのような「公共知」に育成することの意味は無視できな

い。近代日本はアジア諸国と複雑な関係を歩んできた。日本が経験した成功と失敗をアジア全体が共有

する財産に昇華させることは、歴史を乗り越えることでもある。また、戦後の日本はアジアのどの国よ

りも、環境問題、高齢化問題、エネルギー問題、自然災害などの問題をたくさん経験し、多くの経験を

蓄積してきた。これらの経験をアジア共有の財産に育て上げることの意味はいうまでもない。アジアが

求めている現代日本学は、失敗と成功の２つの側面からの「日本経験」に他ならない。 

 それでは、「アジアの公共知」としての「日本研究」をどのように創成していくのだろうか。 

 第一は歴史を乗り越えることである。そのための第一歩は、中国の「国史」と日本の「国史」、韓国の

「国史」を対話させることである。「国史」研究者同士の交流は共有するアジア史につながり、日本のア

ジア研究に日本研究を取り入れる環境整備にもなる。 

第二は、日本が中心になって日本研究のプラットフォームを形成し、これをアジアの公共財に育成す

ることである。日本には日本研究に必要な資源がもっとも集中している。「日本文化」だけではなく、人

文科学と社会科学の融合を目指した日本研究の拠点が必要である。これは多方面の提携協力が必要であ

るが、既存の研究環境の活用から着手することが重要であろう。 

第三は、情報の共有を目指すことである。「アジア歴史資料センター」という試みは、世界の日本研究

に大きな貢献をしている。歴史資料だけではなく、今まで蓄積された日本の「日本研究」の成果を、多

言語に翻訳し、多様な型式で発信する事業も重要であろう。 

第四は、アジアにおける日本研究ネットワークの構築である。各国には日本研究の組織が多数存在す

るものの、国際的な連携を図る仕掛けは存在しない。ネットワークと共同研究の場の形成に向けて、日

本はハブ機能とリーダーシップを発揮しなければならない。 

以上 
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